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(57)【要約】
【課題】装着対象の大きな相対変位を許容しながら、装
着対象間に跨る配線や配管（接続ライン）を設けること
ができる、新規な構造のライン接続コネクタを提供する
こと。
【解決手段】第一の外装部材１２と第二の外装部材１４
が相対的な周方向変位を可能とされた態様で相互に組み
合わされて、それら第一の外装部材１２と第二の外装部
材１４の間には周方向に延びる収容空間４８が形成され
ており、収容空間４８をそれぞれ周方向に延びる複数の
分割領域６２，６４に仕切る少なくとも１つの仕切部材
１６が、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４に対
して相対的な周方向変位を許容された態様で配されてい
ると共に、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４の
一方に対して仕切部材１６を従動せしめる従動機構が設
けられている。
【選択図】図６
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第一の外装部材と第二の外装部材が相対的な周方向変位を可能とされた態様で相互に組
み合わされて、それら第一の外装部材と第二の外装部材の間には周方向に延びる収容空間
が形成されており、該収容空間をそれぞれ周方向に延びる複数の分割領域に仕切る少なく
とも１つの仕切部材が、該第一の外装部材と該第二の外装部材に対して相対的な周方向変
位を許容された態様で配されていると共に、該第一の外装部材と該第二の外装部材の一方
に対して該仕切部材を従動せしめる従動機構が設けられていることを特徴とするライン接
続コネクタ。
【請求項２】
　前記第一の外装部材と前記第二の外装部材の一方に外装部材側突起部が設けられている
と共に、前記仕切部材に仕切部材側突起部が設けられており、該第一の外装部材と該第二
の外装部材の一方と該仕切部材の相対的な周方向変位によってそれら外装部材側突起部と
仕切部材側突起部が周方向で当接して前記従動機構が構成される請求項１に記載のライン
接続コネクタ。
【請求項３】
　相互に周方向変位可能とされた複数の前記仕切部材が並列的に設けられていると共に、
それら仕切部材の相対的な周方向変位量を制限する回転制限機構が設けられている請求項
１又は２に記載のライン接続コネクタ。
【請求項４】
　複数の前記仕切部材に中間突起部がそれぞれ設けられており、それら仕切部材の相対的
な周方向変位によって該中間突起部が周方向で相互に当接して前記回転制限機構が構成さ
れる請求項３に記載のライン接続コネクタ。
【請求項５】
　前記第一の外装部材と前記第二の外装部材が周方向で半周を超える長さを有していると
共に、それら第一の外装部材と第二の外装部材が周方向の少なくとも一部において拡開可
能とされている請求項１～４の何れか一項に記載のライン接続コネクタ。
【請求項６】
　前記第一の外装部材と前記第二の外装部材がそれぞれ円環状とされていると共に、それ
ら第一の外装部材と第二の外装部材が周方向に延びる複数に分割可能とされており、更に
該第一の外装部材と該第二の外装部材の少なくとも一方が分割部分を相互に連結する連結
機構を備えている請求項５に記載のライン接続コネクタ。
【請求項７】
　前記第一の外装部材および前記第二の外装部材と前記仕切部材がそれぞれ円弧状とされ
ている請求項１～４の何れか一項に記載のライン接続コネクタ。
【請求項８】
　複数の前記分割領域に収容される接続ラインを前記仕切部材に対して位置決めする位置
決め手段が設けられている請求項１～７の何れか一項に記載のライン接続コネクタ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えばロボットアームなどにおいて、相対変位可能に接続されたリンクなど
の装着対象間に跨る接続ライン（配線や配管）の配設を可能とするライン接続コネクタに
関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、複数のリンクが相対変位可能に接続された構造が、例えばロボットアームな
どにおいて採用されている。
【０００３】
　ところで、例えばロボットアームでは、電力の供給や電気信号の送受信のための配線や



(3) JP 2020-4593 A 2020.1.9

10

20

30

40

50

、空気圧や油圧を及ぼすための配管などが、基端側から関節部を跨いで先端側へ延びるよ
うに設けられる場合がある。この場合、関節部の駆動時に配線や配管などの接続ラインが
過度に引っ張られることによる接続ラインの損傷や、ロボットアームの屈伸やねじりなど
の動きの阻害、接続ラインの過度な弛みなどが、何れも防止されるように接続ラインを配
する必要がある。
【０００４】
　そこで、特開２０１５－５４３５７号公報（特許文献１）には、リンクを相対変位可能
に接続する関節部において、線条体（接続ライン）をＵ字形状に折り返して配設すること
で、リンクの相対回転を許容可能とした関節駆動装置が提案されている。
【０００５】
　ところが、特許文献１の構造では、線条体をＵ字形状に折り返して配したとしても、許
容されるリンクの相対回転量が線条体の長さによって制限されることから、要求される回
転量が大きい場合には適用することが難しかった。しかも、リンクの回転許容量を大きく
得るために収容空間に収容する線条体を長くし過ぎると、線条体が絡まることで安定した
作動が実現されなくなるおそれがあった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１５－５４３５７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、上述の事情を背景に為されたものであって、その解決課題は、装着対象の大
きな相対変位を許容しながら、装着対象間に跨る配線や配管（接続ライン）を設けること
ができる、新規な構造のライン接続コネクタを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　以下、このような課題を解決するために為された本発明の態様を記載する。なお、以下
に記載の各態様において採用される構成要素は、可能な限り任意の組み合わせで採用可能
である。
【０００９】
　すなわち、本発明の第一の態様は、ライン接続コネクタであって、第一の外装部材と第
二の外装部材が相対的な周方向変位を可能とされた態様で相互に組み合わされて、それら
第一の外装部材と第二の外装部材の間には周方向に延びる収容空間が形成されており、該
収容空間をそれぞれ周方向に延びる複数の分割領域に仕切る少なくとも１つの仕切部材が
、該第一の外装部材と該第二の外装部材に対して相対的な周方向変位を許容された態様で
配されていると共に、該第一の外装部材と該第二の外装部材の一方に対して該仕切部材を
従動せしめる従動機構が設けられていることを、特徴とする。
【００１０】
　このような第一の態様に従う構造とされたライン接続コネクタによれば、第一の外装部
材と第二の外装部材の相対的な回転に際して、複数の分割領域を仕切る仕切部材が、第一
の外装部材と第二の外装部材の何れか一方に対して連れ回り状態で従動した後、何れか他
方に対して連れ回り状態で従動することにより、複数の分割領域に配された接続ラインに
よって、第一の外装部材と第二の外装部材の相対的な回転を大きく許容することができる
。その結果、第一の外装部材が装着される装着対象と第二の外装部材が装着される装着対
象との回動軸回りでの相対的な回転を大きく許容しつつ、それら装着対象間に跨る接続ラ
インの配設を実現することができる。
【００１１】
　しかも、接続ラインが仕切部材によって仕切られた複数の分割領域に配されていること
により、接続ラインを長くしても、接続ラインが絡まり難く、第一の外装部材と第二の外



(4) JP 2020-4593 A 2020.1.9

10

20

30

40

50

装部材を安定して相対回転させることができる。
【００１２】
　本発明の第二の態様は、第一の態様に記載されたライン接続コネクタにおいて、前記第
一の外装部材と前記第二の外装部材の一方に外装部材側突起部が設けられていると共に、
前記仕切部材に仕切部材側突起部が設けられており、該第一の外装部材と該第二の外装部
材の一方と該仕切部材の相対的な周方向変位によってそれら外装部材側突起部と仕切部材
側突起部が周方向で当接して前記従動機構が構成されるものである。
【００１３】
　第二の態様によれば、第一の外装部材と第二の外装部材の一方が仕切部材に対して相対
回転する際に、相対回転量が大きくなると、外装部材側突起部と仕切部材側突起部が周方
向で係止されて、第一の外装部材と第二の外装部材の一方に対して仕切部材が連れ回りす
る。これにより、接続ラインに過大な引張応力が作用するのを防ぐことができて、接続ラ
インの損傷を防ぐことができる。しかも、外装部材側突起部と仕切部材側突起部の機械的
な係止によって、仕切部材を第一の外装部材又は第二の外装部材に対して連れ回りさせる
従動機構を、簡単な構造によって優れた信頼性で実現することができる。
【００１４】
　本発明の第三の態様は、第一又は第二の態様に記載されたライン接続コネクタにおいて
、相互に周方向変位可能とされた複数の前記仕切部材が並列的に設けられていると共に、
それら仕切部材の相対的な周方向変位量を制限する回転制限機構が設けられているもので
ある。
【００１５】
　第三の態様によれば、相対的に回転可能とされた複数の仕切部材によって３つ以上の分
割領域が形成されて、より長い接続ラインを絡まることなく収容することができると共に
、複数の仕切部材が相対回転する際に、相対回転量が大きくなると、それら仕切部材の相
対回転が回転制限機構によって制限されて、それら仕切部材が相互に連れ回りする。した
がって、第一の外装部材と第二の外装部材の相対的な回転を、複数の分割領域に配された
より長い接続ラインによって大きく許容することができる。
【００１６】
　本発明の第四の態様は、第三の態様に記載されたライン接続コネクタにおいて、複数の
前記仕切部材に中間突起部がそれぞれ設けられており、それら仕切部材の相対的な周方向
変位によって該中間突起部が周方向で相互に当接して前記回転制限機構が構成されるもの
である。
【００１７】
　第四の態様によれば、仕切部材に設けられた中間突起部同士の機械的な係止によって、
仕切部材間の相対回転量を制限する回転制限機構を、簡単な構造によって優れた信頼性で
実現することができる。
【００１８】
　本発明の第五の態様は、第一～第四の何れか１つの態様に記載されたライン接続コネク
タにおいて、前記第一の外装部材と前記第二の外装部材が周方向で半周を超える長さを有
していると共に、それら第一の外装部材と第二の外装部材が周方向の少なくとも一部にお
いて拡開可能とされているものである。
【００１９】
　第五の態様によれば、例えば第一の外装部材と第二の外装部材が装着対象に対して後付
けで外装される場合に、半周を超える長さの第一の外装部材と第二の外装部材を装着対象
に対して容易に着脱することができる。
【００２０】
　本発明の第六の態様は、第五の態様に記載されたライン接続コネクタにおいて、前記第
一の外装部材と前記第二の外装部材がそれぞれ円環状とされていると共に、それら第一の
外装部材と第二の外装部材が周方向に延びる複数に分割可能とされており、更に該第一の
外装部材と該第二の外装部材の少なくとも一方が分割部分を相互に連結する連結機構を備
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えているものである。
【００２１】
　第六の態様によれば、第一の外装部材と第二の外装部材が何れも円環状とされているこ
とにより、それら第一の外装部材と第二の外装部材の相対回転および仕切部材と第一，第
二の外装部材との相対回転が、何れもよりスムーズに生ぜしめられる。
【００２２】
　さらに、第一の外装部材および第二の外装部材が分割可能とされていることによって、
それら第一の外装部材および第二の外装部材を装着対象に対して外装状態で後装着する場
合に、第一の外装部材および第二の外装部材の装着が容易になる。しかも、装着状態で分
割部分を連結機構によって連結することにより、第一の外装部材および第二の外装部材の
装着対象からの脱落を防止することができる。
【００２３】
　本発明の第七の態様は、第一～第四の何れか１つの態様に記載されたライン接続コネク
タにおいて、前記第一の外装部材および前記第二の外装部材と前記仕切部材がそれぞれ円
弧状とされているものである。
【００２４】
　第七の態様によれば、例えばライン接続コネクタが装着対象に対して外装状態で後付け
される場合に、ライン接続コネクタが円弧状とされることによって、ライン接続コネクタ
を装着対象に簡単に装着することができる。
【００２５】
　本発明の第八の態様は、第一～第七の何れか１つの態様に記載されたライン接続コネク
タにおいて、複数の前記分割領域に収容される接続ラインを前記仕切部材に対して位置決
めする位置決め手段が設けられているものである。
【００２６】
　第八の態様によれば、仕切部材が第一の外装部材と第二の外装部材の何れかに対して相
対回転する際に、接続ラインにおける仕切部材に対して位置決めされている部分が、第一
の外装部材と第二の外装部材の何れかに対して周方向に相対変位することで、仕切部材の
両側に配された接続ラインによる第一の外装部材と第二の外装部材の相対回転の許容が実
現される。
【００２７】
　しかも、複数の分割領域間において接続ラインの移動が防止されることから、例えば、
特定の分割領域において接続ラインの長さが長くなり過ぎて絡みやすくなるのを防ぐこと
もできる。
【発明の効果】
【００２８】
　本発明によれば、相対回転可能とされた第一の外装部材と第二の外装部材の装着対象間
に跨る接続ラインを設けることができると共に、収容空間を複数の分割領域に仕切る仕切
部材が、第一の外装部材と第二の外装部材の一方に対して従動することにより、各分割領
域に配された接続ラインの全体によって、第一の外装部材と第二の外装部材の相対回転を
大きく許容することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】本発明の第一の実施形態としてのライン接続コネクタを示す斜視図。
【図２】図１に示すライン接続コネクタの正面図。
【図３】図２に示すライン接続コネクタの平面図。
【図４】図２に示すライン接続コネクタの右側面図。
【図５】図２のＶ－Ｖ断面図。
【図６】図２のＶＩ－ＶＩ断面図。
【図７】図１に示すライン接続コネクタの分解斜視図。
【図８】図２に示すライン接続コネクタの作動を説明する図であって、（ａ）が回転して
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いない初期状態を、（ｂ）が略１８０°回転した状態を、（ｃ）が１８０°を超えて回転
した状態を、それぞれ示す。
【図９】本発明の第二の実施形態としてのライン接続コネクタを示す斜視図。
【図１０】図９に示すライン接続コネクタの正面図。
【図１１】図１０に示すライン接続コネクタの平面図。
【図１２】図１０に示すライン接続コネクタの右側面図。
【図１３】図１０のＸＩＩＩ－ＸＩＩＩ断面図。
【図１４】図９に示すライン接続コネクタの分解斜視図。
【図１５】図１０に示すライン接続コネクタの上半部分によって作動を説明する図であっ
て、（ａ）が回転していない初期状態を、（ｂ）が略１８０°回転した状態を、（ｃ）が
１８０°を超えて回転した状態を、それぞれ示す。
【図１６】本発明の第三の実施形態としてのライン接続コネクタを示す斜視図。
【図１７】図１６に示すライン接続コネクタの断面図であって、図１６のＸＶＩＩ－ＸＶ
ＩＩ断面に相当する図。
【図１８】図１６に示すライン接続コネクタの断面図であって、図１７のＸＶＩＩＩ－Ｘ
ＶＩＩＩ断面に相当する図。
【図１９】本発明の第四の実施形態としてのライン接続コネクタを示す断面図。
【図２０】本発明の別の一実施形態としてのライン接続コネクタを示す斜視図。
【発明を実施するための形態】
【００３０】
　以下、本発明の実施形態について、図面を参照しつつ説明する。
【００３１】
　図１～６には、本発明の第一の実施形態としてのライン接続コネクタ１０が示されてい
る。ライン接続コネクタ１０は、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４の間に仕切部
材１６が配された構造を有している。以下の説明において、原則として、上下方向とは図
２中の上下方向を、軸方向とは図２中の紙面直交方向を言う。
【００３２】
　第一の外装部材１２は、硬質の合成樹脂や金属などで形成されて、全体として円環状と
されており、図５，６に示すように、軸方向一方（図５中の左側）に向けて開口して周方
向に延びる溝状の断面を有している。さらに、第一の外装部材１２は、図７にも示すよう
に、それぞれ周方向に略半周の長さで延びる第一の上半分割体１８と第一の下半分割体２
０とが、周方向両端部を突き合わすように組み合わされて構成されており、上下に分割さ
れた分割構造を有している。更にまた、第一の下半分割体２０の周方向一方の端部には、
第一の端子部２２が設けられており、後述する接続ライン７０が接続されるようになって
いる。
【００３３】
　本実施形態では、第一の上半分割体１８の周方向一方の端部に周方向外側へ突出する連
結爪部２４が設けられていると共に、第一の下半分割体２０の周方向一方の端部に連結突
部２６が設けられており、相互に突き合わされた第一の上半分割体１８と第一の下半分割
体２０の周方向一方の端部が、連結爪部２４と連結突部２６の係止によって相互に連結さ
れている。同様に、相互に突き合わされた第一の上半分割体１８と第一の下半分割体２０
の周方向他方の端部は、第一の上半分割体１８に設けられた連結突部２６と第一の下半分
割体２０に設けられた連結爪部２４との係止によって、相互に連結されている。
【００３４】
　要するに、第一の上半分割体１８と第一の下半分割体２０の周方向両端部分は、連結爪
部２４，２４と連結突部２６，２６の係止で構成される連結機構によって、分離可能な態
様で相互に連結されている。これにより、第一の外装部材１２は、第一の上半分割体１８
と第一の下半分割体２０が周方向に突き合わされる２箇所において、分離によって拡開可
能とされている。
【００３５】
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　さらに、第一の外装部材１２の外周側壁部２７ａには、内周面に開口して周方向に延び
る環状の第一の外周溝部２８と第二の外周溝部３０が、全周に亘って連続して形成されて
いる。第一の外周溝部２８は、第一の外装部材１２の開口部分に形成されている一方、第
二の外周溝部３０は、第一の外周溝部２８よりも第一の外装部材１２の底壁部２７ｂに近
い位置に形成されている。本実施形態では、第一の外周溝部２８と第二の外周溝部３０は
、略同じ溝断面形状を有している。また、第一の外周溝部２８と第二の外周溝部３０は、
何れも、第一の上半分割体１８と第一の下半分割体２０の周方向両端部分において側壁内
面が傾斜面とされており、第一の上半分割体１８と第一の下半分割体２０の周方向外側に
向けて溝幅寸法が徐々に大きくなっている。
【００３６】
　更にまた、第一の外装部材１２の内周側壁部２７ｃには、外周面に開口して周方向に延
びる環状の第一の内周溝部３２と第二の内周溝部３４が、全周に亘って連続して形成され
ている。第一の内周溝部３２は、第一の外装部材１２の開口部分に形成されている一方、
第二の内周溝部３４は、第一の内周溝部３２よりも第一の外装部材１２の底壁部２７ｂに
近い位置に形成されている。本実施形態では、第一の内周溝部３２と第二の内周溝部３４
は、略同じ溝断面形状を有している。また、第一の内周溝部３２と第二の内周溝部３４は
、何れも、第一の上半分割体１８と第一の下半分割体２０の周方向両端部分の側壁内面が
傾斜面３５とされており、第一の上半分割体１８と第一の下半分割体２０の周方向外側に
向けて溝幅寸法が徐々に大きくなっている。なお、第一の外周溝部２８と第一の内周溝部
３２が互いに略同じ軸方向位置に配されて径方向で対向していると共に、第二の外周溝部
３０と第二の内周溝部３４が互いに略同じ軸方向位置に配されて径方向で対向している。
【００３７】
　第二の外装部材１４は、硬質の合成樹脂や金属などで形成されて、全体として略円環板
形状を有している。さらに、第二の外装部材１４は、それぞれ周方向に略半周の長さで延
びる第二の上半分割体３６と第二の下半分割体３８とが、周方向端部を相互に突き合わす
ように組み合わされて構成されており、上下に分割された分割構造を有している。さらに
、第二の下半分割体３８の周方向一方の端部には、第二の端子部４０が設けられており、
後述する接続ライン７０が接続されるようになっている。
【００３８】
　更にまた、第二の下半分割体３８の周方向一方の端部には、外装部材側突起部４２が設
けられている。この外装部材側突起部４２は、図６，７に示すように、第二の外装部材１
４から後述する収容空間４８に突出する突起であって、本実施形態では、第二の下半分割
体３８の周方向一方の端部において、外周端部に一体形成されている。
【００３９】
　さらに、第二の外装部材１４は、図５～７に示すように、外周へ向けて突出する外周突
部４４が設けられていると共に、内周へ向けて突出する内周突部４６が設けられている。
外周突部４４と内周突部４６は、何れも、第二の外装部材１４の径方向中間部分よりも薄
肉とされており、周方向の全周に亘って略連続的に設けられている。
【００４０】
　そして、第二の外装部材１４は、第一の外装部材１２の開口を塞ぐように配されて、第
一の外装部材１２に対して周方向に相対変位（相対回転）可能な態様で組み付けられてい
る。本実施形態では、第二の外装部材１４の外周突部４４が第一の外装部材１２の第一の
外周溝部２８に差し入れられていると共に、第二の外装部材１４の内周突部４６が第一の
外装部材１２の第一の内周溝部３２に差し入れられている。これにより、外周突部４４と
内周突部４６が第一の外周溝部２８と第一の内周溝部３２によって周方向に案内されるよ
うになっており、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４の相対的な周方向変位、即ち
相対回転が許容されている。しかも、外周突部４４と内周突部４６が第一の外周溝部２８
と第一の内周溝部３２の溝幅内面に当接することで、第二の外装部材１４が第一の外装部
材１２に対する軸方向の変位量を制限されており、第一の外装部材１２と第二の外装部材
１４の軸方向への分離が防止されている。
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【００４１】
　なお、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４は、第二の上半分割体３６が第一の上
半分割体１８に下側から差し入れられると共に、第二の下半分割体３８が第一の下半分割
体２０に上側から差し入れられた状態で、第一の上半分割体１８と第一の下半分割体２０
が連結機構（連結爪部２４，２４と連結突部２６，２６）によって相互に連結されること
により、相互に組み合わされた状態で形成される。また、第一の外装部材１２と第二の外
装部材１４は、上半分割体１８，３６と下半分割体２０，３８が分離可能とされており、
それら上半分割体１８，３６と下半分割体２０，３８の周方向端部間において、第一の外
装部材１２と第二の外装部材１４を拡開（分割）せしめることが可能とされている。この
ように、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４が上下各半周となるように周方向の２
箇所で分割可能とされていることにより、ライン接続コネクタ１０を後述するロボットア
ーム７２に対して着脱し易くなっている。
【００４２】
　かかる第一の外装部材１２と第二の外装部材１４の組付け状態において、それら第一の
外装部材１２と第二の外装部材１４の間には、周方向に延びる環状の収容空間４８が形成
されている。なお、第一の外装部材１２の第一の端子部２２と第二の外装部材１４の第二
の端子部４０とが何れも収容空間４８に露出していると共に、第二の外装部材１４の外装
部材側突起部４２が収容空間４８に突出している。
【００４３】
　また、収容空間４８には、仕切部材１６が配されている。仕切部材１６は、全体として
第二の外装部材１４と同様の略円環板形状とされており、本実施形態では、図７にも示す
ように、それぞれ周方向に略半周の長さで延びる上仕切部材５０と下仕切部材５２とが、
周方向端部を相互に突き合わすように組み合わされて構成された分割構造を有している。
なお、仕切部材１６が第二の外装部材１４と完全に同じ形状である必要はない。
【００４４】
　さらに、図６に示すように、下仕切部材５２の周方向一方の端部には、導通端子部５４
が設けられている。この導通端子部５４は、下仕切部材５２の両面に露出しており、後述
する第一のライン６６と第二のライン６８が接続されるようになっている。
【００４５】
　更にまた、図６に示すように、下仕切部材５２の周方向他方の端部には、仕切部材側突
起部５６が一体形成されている。仕切部材側突起部５６は、仕切部材１６の厚さ方向で第
二の外装部材１４に向けて突出しており、本実施形態では、下仕切部材５２の周方向他方
の端部において、外周端部に一体形成されている。
【００４６】
　さらに、仕切部材１６には、外周面に突出する外周突部５８と、内周面に突出する内周
突部６０とが、一体形成されている。外周突部５８と内周突部６０は、何れも、仕切部材
１６の径方向中間部分よりも薄肉とされており、周方向の全周に亘って略連続的に設けら
れている。
【００４７】
　そして、仕切部材１６は、第一の外装部材１２の軸方向中間部分に差し入れられて、第
一の外装部材１２の底壁部２７ｂと第二の外装部材１４との軸方向間に配設されている。
即ち、仕切部材１６の外周突部５８が第一の外装部材１２の第二の外周溝部３０に差し入
れられると共に、仕切部材１６の内周突部６０が第一の外装部材１２の第二の内周溝部３
４に差し入れられることにより、仕切部材１６が第一の外装部材１２に組み付けられてい
る。なお、仕切部材１６は、外周突部５８と内周突部６０が第二の外周溝部３０と第二の
内周溝部３４によって案内されるようになっており、第一の外装部材１２に対して相対的
な周方向変位を許容された態様で組み付けられている。しかも、外周突部５８と内周突部
６０が第二の外周溝部３０と第二の内周溝部３４の溝幅内面に当接することで、仕切部材
１６の第一の外装部材１２に対する軸方向変位量が制限される。
【００４８】
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　かかる仕切部材１６の配設によって、収容空間４８が仕切部材１６の軸方向両側に二分
されており、仕切部材１６の両側に第一の分割領域６２と第二の分割領域６４が形成され
ている。換言すれば、収容空間４８は、仕切部材１６の軸方向両側に形成された第一の分
割領域６２および第二の分割領域６４によって構成されている。なお、本実施形態では、
仕切部材１６が収容空間４８の軸方向略中央に配されており、第一の分割領域６２と第二
の分割領域６４が略同じ形および大きさの空間とされているが、第一の分割領域６２と第
二の分割領域６４は、互いに形や大きさなどが異なっていてもよい。
【００４９】
　また、第一の分割領域６２と第二の分割領域６４には、第一のライン６６と第二のライ
ン６８が収容されている。本実施形態の第一，第二のライン６６，６８は、柔軟な絶縁基
板である樹脂フィルム上に銅などの導電性材料で所定のプリント配線を形成したＦｌｅｘ
ｉｂｌｅ　Ｐｒｉｎｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉｔ（ＦＰＣ）などの薄肉帯状の電気配線とされ
ており、互いに略同じ構造とされて、正面視において周方向に半周程度の長さで延びてい
る。さらに、第一，第二のライン６６，６８は、第一，第二の分割領域６２，６４に収容
された部分が湾曲形状の折返し部７１において折り返されており、折返し部７１の両側が
軸方向で相互に対向して配されていることから、正面視において略半円弧状とされつつ、
略一周の長さを有している。
【００５０】
　そして、第一のライン６６が第一の分割領域６２に配設されて、第一のライン６６の一
方の端部が第一の外装部材１２の第一の端子部２２に接続されていると共に、第一のライ
ン６６の他方の端部が仕切部材１６の導通端子部５４（図６参照）に接続されている。更
に、第二のライン６８が第二の分割領域６４に配設されて、第二のライン６８の一方の端
部が第二の外装部材１４の第二の端子部４０に接続されていると共に、第二のライン６８
の他方の端部が仕切部材１６の導通端子部５４に接続されている。これらにより、第一の
ライン６６と第二のライン６８が導通端子部５４を介して相互に導通されて、全体として
接続ライン７０を構成していると共に、接続ライン７０の両端部が第一の端子部２２と第
二の端子部４０によって軸方向外側に電気的に取り出されている。
【００５１】
　このように第一のライン６６と第二のライン６８が第一の端子部２２又は第二の端子部
４０と導通端子部５４とに接続されていることにより、第一，第二のライン６６，６８で
構成される接続ライン７０は、両端部が第一の外装部材１２と第二の外装部材１４の各一
方に対して位置決めされていると共に、中間部分が仕切部材１６に対して位置決めされて
おり、導通端子部５４によって本実施形態の位置決め手段が構成されている。なお、第一
のライン６６と第二のライン６８がそれぞれ一周程度の長さであることから、接続ライン
７０は全体として略二周分の長さとされている。
【００５２】
　かくの如き構造とされたライン接続コネクタ１０は、例えば、図５に示すように、第一
の外装部材１２がロボットアーム７２の第一のリンク７４に取り付けられると共に、第二
の外装部材１４がロボットアーム７２の第二のリンク７６に取り付けられて、ロボットア
ーム７２に後付けで装着される。また、装着対象である第一のリンク７４と第二のリンク
７６は、関節部７８を介して相互に接続されており、相対的なねじり変位（周方向の相対
回転）を許容されている。
【００５３】
　そして、第一のリンク７４側の図示しない外部配線が、ライン接続コネクタ１０の第一
の端子部２２に接続されると共に、第二のリンク７６側の図示しない外部配線が、ライン
接続コネクタ１０の第二の端子部４０に接続されることにより、それら外部配線が接続ラ
イン７０によって電気的に接続されるようになっている。
【００５４】
　このようなライン接続コネクタ１０のロボットアーム７２への装着状態において、ロボ
ットアーム７２の第一のリンク７４と第二のリンク７６が相対的に回転すると、第一のリ
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ンク７４に固定された第一の外装部材１２と、第二のリンク７６に固定された第二の外装
部材１４が、相対的に回転するようになっている。その際に、第一の外装部材１２に取り
付けられた接続ライン７０の端部と第二の外装部材１４に取り付けられた接続ライン７０
の端部との相対的な位置の変化が、第二の外装部材１４の仕切部材１６に対する相対回転
と、仕切部材１６の第一の外装部材１２に対する相対回転とによって、許容されるように
なっている。
【００５５】
　すなわち、図８（ａ）に示す初期状態において、接続ライン７０は、収容空間４８の下
半分に収容されている。また、第二の外装部材１４（第二の下半分割体３８）に設けられ
た外装部材側突起部４２と仕切部材１６に設けられた仕切部材側突起部５６が、周方向で
相互に略半周の距離を隔てて配置されている。なお、図８では、分かり易さのために第二
の外装部材１４の第二の上半分割体３６の図示が省略されている。
【００５６】
　次に、図８（ｂ）に示すように、外装部材側突起部４２が仕切部材側突起部５６に当接
するまでの範囲で、第二の外装部材１４が第一の外装部材１２に対して相対回転をする際
には、第二の外装部材１４に固定された第二のライン６８の端部の移動に伴って、第二の
ライン６８の折返し部７１が収容空間４８内を周方向に移動することで、第一の外装部材
１２と第二の外装部材１４の相対回転（相対的な周方向変位）が許容される。
【００５７】
　第二の外装部材１４が図８（ａ）の初期状態から図８（ｂ）の位置まで第一の外装部材
１２に対して相対回転する際には、仕切部材１６が第一の外装部材１２に対してほとんど
相対回転しておらず、第二の外装部材１４が仕切部材１６に対して相対回転して、外装部
材側突起部４２と仕切部材側突起部５６の周方向での相対位置が変化する。本実施形態で
は、仕切部材１６に作用する慣性力や、仕切部材１６の外周突部５８と内周突部６０と、
第一の外装部材１２の第二の外周溝部３０と第二の内周溝部３４との間に作用する摩擦抵
抗などによって、仕切部材１６を停止状態の第一の外装部材１２に対して従動させる従動
機構が構成されている。
【００５８】
　また次に、図８（ｃ）に示すように、第二の下半分割体３８の第一の外装部材１２に対
する相対回転量が図８（ｂ）に示す状態よりも大きくなると、第二の外装部材１４の外装
部材側突起部４２と仕切部材１６の仕切部材側突起部５６が周方向に当接することで、第
二の外装部材１４と仕切部材１６が周方向に一体的に変位（連れ回り）する。本実施形態
では、外装部材側突起部４２と仕切部材側突起部５６との当接係止によって、回転する第
二の外装部材１４に対して仕切部材１６を連れ回り状態で従動させる従動機構が構成され
る。
【００５９】
　なお、第二の外装部材１４と仕切部材１６を従動させる従動機構は、第二の外装部材１
４と仕切部材１６の相対回転を所定の回転量だけ許容した後、第二の外装部材１４と仕切
部材１６を連れ回りさせるようになっている。換言すれば、第二の外装部材１４と仕切部
材１６は、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４の相対回転の初期から従動するよう
になっているのではなく、第二の外装部材１４と仕切部材１６が所定量だけ相対回転する
ことで従動機構が構成されて、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４の相対回転の途
中から仕切部材１６が第二の外装部材１４に対して従動するようになっている。さらに言
えば、本実施形態の従動機構は、第一の外装部材１２と仕切部材１６を停止状態で従動さ
せる第一の従動機構と、第二の外装部材１４と仕切部材１６を連れ回り状態で従動させる
第二の従動機構とが、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４の相対回転量に応じて、
選択的に機能するようになっている。
【００６０】
　尤も、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４は相対回転するものであるから、視点
を変えれば、仕切部材１６は第一の外装部材１２に対して連れ回り状態で従動している。
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即ち、上述の態様において、第二の外装部材１４が停止して第一の外装部材１２が回転し
ていると考えれば、仕切部材１６は、第一の外装部材１２の回転初期から第一の外装部材
１２に一体的な連れ回り状態で従動し、その後に、仕切部材１６の第二の外装部材１４に
対する相対回転が制限されることで、仕切部材１６は、第一の外装部材１２との連れ回り
が停止されて、代わりに第二の外装部材１４と従動し、第二の外装部材１４と共に回転停
止状態となって第二の外装部材１４だけが相対回転することとなる。
【００６１】
　そして、仕切部材１６が従動機構によって第二の外装部材１４に対して従動せしめられ
ることにより、仕切部材１６が第二の外装部材１４とともに第一の外装部材１２に対して
相対回転して、仕切部材１６の導通端子部５４が第一の外装部材１２の第一の端子部２２
に対して周方向に変位することから、第一の分割領域６２に配された第一のライン６６の
両端部の相対位置が周方向で変化する。その結果、第一の外装部材１２と第二の外装部材
１４の相対回転が、仕切部材１６と第二の外装部材１４の相対回転による第二のライン６
８の変形だけでなく、仕切部材１６と第一の外装部材１２の相対回転による第一のライン
６６の変形によって、より大きく許容される。
【００６２】
　このように、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４の相対的な回転に際して、第二
の外装部材１４と第一の外装部材１２との図８（ａ）の初期位置から図８（ｂ）の位置ま
での第一段階の相対回転では、第二の外装部材１４が仕切部材１６に対して相対回転せし
められることから、第二の外装部材１４と仕切部材１６の間に配された第二のライン６８
の変形によって、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４の相対回転が許容される。
【００６３】
　一方、外装部材側突起部４２と仕切部材側突起部５６が周方向で接した図８（ｂ）の位
置よりも回転量が大きくなる第二段階の相対回転では、第二の外装部材１４と仕切部材１
６が一体的に連れ回りすることから、第二の外装部材１４と仕切部材１６が第一の外装部
材１２に対して相対回転せしめられる。これにより、第一の外装部材１２と仕切部材１６
の間に配された第一のライン６６の変形によって、第一の外装部材１２と第二の外装部材
１４の相対回転が許容される。
【００６４】
　これらにより、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４の相対回転が、第二のライン
６８が変形する第一段階と、第一のライン６６が変形する第二段階とによって、接続ライ
ン７０の全体を利用して大きく許容される。したがって、ライン接続コネクタ１０によれ
ば、より大きなねじり動作を行うロボットアーム７２に対しても、第一のリンク７４と第
二のリンク７６に跨る配線（接続ライン７０）を、ねじり動作を阻害することなく設ける
ことができる。
【００６５】
　しかも、接続ライン７０を構成する第一のライン６６と第二のライン６８は、仕切部材
１６によって仕切られた第一の分割領域６２と第二の分割領域６４に配されることから、
接続ライン７０全体の長さを十分に長く設定しながら、接続ライン７０が収容空間４８に
おいて絡まるのを防ぐことができて、作動の安定性や信頼性の向上などが図られる。
【００６６】
　さらに、仕切部材１６の第二の外装部材１４に対する従動（連れ回り）は、仕切部材１
６の仕切部材側突起部５６が第二の外装部材１４の外装部材側突起部４２によって周方向
に押されることで実現されており、第二の外装部材１４と仕切部材１６の間で直接的に力
が伝達されるようになっている。それ故、接続ライン７０に引張応力が作用し難く、接続
ライン７０の断線などが回避されることから、優れた耐久性や信頼性を実現できる。
【００６７】
　また、第一のライン６６と第二のライン６８は、何れも仕切部材１６に対して位置決め
されていることから、仕切部材１６と第一の外装部材１２および第二の外装部材１４の相
対回転が、第一のライン６６および第二のライン６８の長さの変化を要することなく、変
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形によって許容される。
【００６８】
　しかも、第一のライン６６が第二の分割領域６４に入り込んだり、第二のライン６８が
第一の分割領域６２に入り込むことがなく、第一の分割領域６２に収容される第一のライ
ン６６の長さと、第二の分割領域６４に収容される第二のライン６８の長さが、それぞれ
一定に保持される。特に本実施形態では、第一のライン６６の両端が第一の外装部材１２
と仕切部材１６の各一方に位置決めされていると共に、と第二のライン６８の両端が第二
の外装部材１４と仕切部材１６の各一方に位置決めされていることから、それら第一のラ
イン６６と第二のライン６８の長さの変化が回避される。
【００６９】
　また、本実施形態のライン接続コネクタ１０は、第一の外装部材１２と第二の外装部材
１４が円環状とされていると共に、それら第一の外装部材１２と第二の外装部材１４が上
半分割体１８，３６と下半分割体２０，３８からなる分割構造とされている。それ故、上
半分割体１８，３６と下半分割体２０，３８を第一のリンク７４と第二のリンク７６の外
周において上下に組み合わせることにより、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４を
第一のリンク７４と第二のリンク７６に対して外装状態で簡単に取り付けることができる
。本実施形態では、仕切部材１６が上仕切部材５０と下仕切部材５２で構成された分割構
造とされていると共に、接続ライン７０が収容空間４８の下側の半周に配されることから
、ライン接続コネクタ１０の全体が上下に二分可能な分割構造とされており、第一，第二
のリンク７４，７６への外装が容易とされている。
【００７０】
　さらに、第一の上半分割体１８と第一の下半分割体２０との突き合わせ部分（周方向の
両端部分）において、第一，第二の外周溝部２８，３０と第一，第二の内周溝部３２，３
４が軸方向に拡開するテーパ状の側壁面（傾斜面３５）を有していることから、第二の外
装部材１４と仕切部材１６とが、第一の上半分割体１８と第一の下半分割体２０との突き
合わせ部分で引っ掛かることなく周方向にスムーズに案内される。
【００７１】
　加えて、第一の上半分割体１８と第一の下半分割体２０は、周方向の両端部に連結爪部
２４と連結突部２６からなる連結機構を備えており、それら第一の上半分割体１８と第一
の下半分割体２０を第一のリンク７４に外装された状態で連結機構によって連結すること
で、ライン接続コネクタ１０をロボットアーム７２に対して簡単に取り付けることができ
ると共に、ライン接続コネクタ１０のロボットアーム７２からの脱落なども生じ難い。
【００７２】
　なお、図８では、初期状態（図８（ａ））から１８０°を超えて回転した状態（図８（
ｃ））までを示したが、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４は、第一のライン６６
と第二のライン６８の長さによって、相対的に略５４０°までの回転を許容される。さら
に、第一のライン６６と第二のライン６８が何れも周方向に折り返されていることから、
図８に示す回転方向とは逆向きの回転も同様に許容されており、略±５４０°の範囲で第
一の外装部材１２と第二の外装部材１４の相対回転が許容される。尤も、第一の外装部材
１２と第二の外装部材１４の間で許容される相対回転量は、例えば、第一のライン６６と
第二のライン６８の長さや、初期状態における外装部材側突起部４２と仕切部材側突起部
５６との周方向の距離などによって適宜に設定される。
【００７３】
　また、本実施形態では、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４の最大相対回転量が
、第一のライン６６の長さによって規定されるが、例えば、第一の外装部材１２と仕切部
材１６の間に回転量規定手段を設けることもできる。この回転量規定手段は、例えば、従
動機構と同様に、第一の外装部材１２に設けられた突起部と、仕切部材１６に設けられた
突起部とが、周方向で係止されることによって構成されて、従動機構によって第二の外装
部材１４と連れ回りする仕切部材１６の第一の外装部材１２に対する相対回転量を、それ
ら突起部の当接によって制限することで、第一のライン６６に対する引張応力の作用を防
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止しつつ、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４の最大相対回転量を規定することが
できる。
【００７４】
　また、本実施形態では、図８（ａ）に示す初期状態において、外装部材側突起部４２と
仕切部材側突起部５６が周方向に略半周離れた位置に配置されており、第一の外装部材１
２と第二の外装部材１４の相対回転が周方向の両側において許容されるようになっている
が、外装部材側突起部４２および仕切部材側突起部５６の周方向の初期位置は、特に限定
されない。具体的には、例えば、外装部材側突起部４２が第二の上半分割体３６に設けら
れて、外装部材側突起部４２が仕切部材側突起部５６に対して左回りでより遠い位置に配
されていれば、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４の間に許容される相対回転量を
、左回りにおいて右回りよりも大きく設定することができる。
【００７５】
　図９～１２には、本発明の第二の実施形態としてのライン接続コネクタ８０を示す。ラ
イン接続コネクタ８０は、図１３，１４にも示すように、第一の外装部材８２と第二の外
装部材８４の間に仕切部材８６が配された構造を有している。以下の説明において、第一
の実施形態と実質的に同一の部材および部位については、図中に同一の符号を付すことで
説明を省略する。
【００７６】
　第一の外装部材８２は、硬質の合成樹脂や金属などで形成されており、図１３に示すよ
うに、内周へ向けて開口する溝状断面で周方向に延びて、全体として略円環形状とされて
いる。さらに、第一の外装部材８２は、図１４にも示すように、それぞれ周方向に略半周
の長さで延びる第一の上半分割体８８と第一の下半分割体９０とが、周方向両端部を突き
合わすように組み合わされて構成されており、上下に分割された分割構造を有している。
更にまた、第一の上半分割体８８の周方向一方の端部には、後述する第一のライン１１４
の外形に対応するライン挿通孔９２が形成されている。
【００７７】
　本実施形態では、第一の上半分割体８８の周方向両端部に連結爪部２４と連結突部２６
の各一方が設けられていると共に、第一の下半分割体９０の周方向両端部に連結突部２６
と連結爪部２４の各一方が設けられており、相互に突き合わされた第一の上半分割体８８
と第一の下半分割体９０の周方向両端部が、それぞれ連結爪部２４と連結突部２６の係止
によって構成される連結機構により、分離可能な態様で相互に連結されている。
【００７８】
　さらに、第一の外装部材８２の軸方向両側の側壁部には、内周端部において軸方向内面
に開口して、周方向の全周に亘って連続的に延びる第一の溝部９４が形成されている。
【００７９】
　更にまた、第一の下半分割体９０の周方向他方の端部には、外装部材側突起部１０６が
設けられている。この外装部材側突起部１０６は、図１３に示すように、第一の外装部材
８２から後述する収容空間４８に突出しており、本実施形態では、溝状とされた第一の下
半分割体９０の周方向他方の端部において側壁部の内側に一体形成されている。換言すれ
ば、第一の下半分割体９０の周方向他方の端部において、軸方向の側壁部が内側へ厚肉化
されていることで、本実施形態の外装部材側突起部１０６が形成されている。
【００８０】
　第二の外装部材８４は、硬質な合成樹脂や金属などで形成されており、外周へ向けて開
口する溝状断面で周方向に延びて、全体として略円環形状とされている。さらに、第二の
外装部材８４の側壁部には、外周端部から軸方向外側へ突出する外周突部９６が、略全周
に亘って連続的に一体形成されている。更にまた、第二の外装部材８４の側壁部には、外
周端部において軸方向内側に向けて開口する第二の溝部９８が、周方向の略全周に亘って
連続的に延びている。
【００８１】
　さらに、第二の外装部材８４は、図９，１０に示すように、それぞれ周方向に略半周の
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長さで延びる第二の上半分割体１００と第二の下半分割体１０２とが、周方向両端部を突
き合わすように組み合わされて構成されており、上下に分割された分割構造を有している
。さらに、第二の上半分割体１００の周方向一方の端部には、後述する第二のライン１１
６の外形に対応するライン挿通孔１０４が形成されている。
【００８２】
　そして、第二の外装部材８４は、第一の外装部材８２の開口を塞ぐように内周へ配され
て、第一の外装部材８２に対して相対回転可能な態様で組み付けられている。本実施形態
では、図１３に示すように、第二の外装部材８４の外周突部９６が第一の外装部材８２の
第一の溝部９４に差し入れられており、外周突部９６が第一の溝部９４によって周方向に
案内されることで、第一の外装部材８２と第二の外装部材８４の相対的な周方向変位（相
対回転）が許容されている。
【００８３】
　なお、第一の外装部材８２と第二の外装部材８４は、第二の上半分割体１００が第一の
上半分割体８８に対して周方向で差し入れられると共に、第二の下半分割体１０２が第一
の下半分割体９０に対して周方向で差し入れられた状態で、第一の上半分割体８８と第一
の下半分割体９０が連結機構（連結爪部２４，２４と連結突部２６，２６）で相互に連結
されることにより、相互に組み合わされた状態で形成される。
【００８４】
　かかる第一の外装部材８２と第二の外装部材８４の組付け状態において、それら第一の
外装部材８２と第二の外装部材８４の間には、周方向に延びる環状の収容空間４８が形成
されている。
【００８５】
　また、収容空間４８には、仕切部材８６が配されている。仕切部材８６は、図１４にも
示すように、全体として略円環形状乃至は円筒形状とされており、それぞれ周方向に略半
周の長さで延びる帯状の上仕切部材１０８と下仕切部材１１０とが、相互に周方向両端部
を突き合わすように組み合わされて構成された分割構造を有している。
【００８６】
　さらに、上仕切部材１０８の周方向一方の端部には、導通端子部１１１が設けられてい
る。この導通端子部１１１は、図１３に示すように、上仕切部材１０８の両面に露出して
おり、後述する第一のライン１１４と第二のライン１１６の各一方の端部に接続される。
【００８７】
　更にまた、上仕切部材１０８の周方向一方の端部には、仕切部材側突起部１１２が一体
形成されている。仕切部材側突起部１１２は、仕切部材８６の厚さ方向で第一の外装部材
８２に向けて突出しており、本実施形態では、上仕切部材１０８の周方向他方の端部にお
いて、軸方向端部に一体形成されている。
【００８８】
　そして、仕切部材８６は、第二の外装部材８４の外周端部に差し入れられて、第一の外
装部材８２と第二の外装部材８４との径方向間に配設されている。即ち、仕切部材８６の
軸方向両端部が第二の外装部材８４の第二の溝部９８に差し入れられることにより、仕切
部材８６が第二の外装部材８４に対して径方向で位置決めされて組み付けられている。さ
らに、仕切部材８６は、軸方向の両端部が第二の溝部９８によって案内されることで、第
二の外装部材８４に対する相対的な周方向変位を許容されている。
【００８９】
　かかる仕切部材８６の配設によって、収容空間４８が仕切部材８６の径方向両側に二分
されており、仕切部材８６を挟んだ両側に第一の分割領域６２と第二の分割領域６４が形
成されている。
【００９０】
　また、第一の分割領域６２と第二の分割領域６４には、第一のライン１１４と第二のラ
イン１１６が収容されている。本実施形態の第一，第二のライン１１４，１１６は、線状
の導体の周囲を絶縁体で被覆した略円形断面の絶縁電線とされており、互いに略同じ構造



(15) JP 2020-4593 A 2020.1.9

10

20

30

40

50

とされて、正面視において周方向に半周程度の長さで延びている。さらに、第一，第二の
ライン１１４，１１６は、第一，第二の分割領域６２，６４に収容された部分が湾曲形状
の折返し部７１において折り返されており、第一の実施形態の第一，第二のライン６６，
６８と同様に、正面視において略半円弧状とされつつ、略一周分の長さを有している。
【００９１】
　そして、第一のライン１１４が第一の分割領域６２に配設されて、第一のライン１１４
の一方の端部が第一の外装部材８２のライン挿通孔９２を通じて外部に取り出されている
と共に、第一のライン１１４の他方の端部が仕切部材８６の導通端子部１１１に接続され
ている。更に、第二のライン１１６が第二の分割領域６４に配設されて、第二のライン１
１６の一方の端部が第二の外装部材８４のライン挿通孔１０４を通じて外部に取り出され
ていると共に、第二のライン１１６の他方の端部が仕切部材８６の導通端子部１１１に接
続されている。これらにより、第一のライン１１４と第二のライン１１６が、導通端子部
１１１を介して相互に導通されて、全体として接続ライン１１８を構成していると共に、
接続ライン１１８の両端部がライン挿通孔９２，１０４を通じて軸方向両外側に取り出さ
れている。
【００９２】
　このように、第一のライン１１４と第二のライン１１６が、ライン挿通孔９２，１０４
に挿通されていると共に、導通端子部１１１に接続されていることにより、第一，第二の
ライン１１４，１１６で構成される接続ライン１１８は、両端部分が第一の外装部材８２
と第二の外装部材８４の各一方に対して位置決めされていると共に、中間部分が仕切部材
８６に対して位置決めされており、導通端子部１１１によって本実施形態の位置決め手段
が構成されている。
【００９３】
　かくの如き構造とされたライン接続コネクタ８０は、例えば、第一の外装部材８２が図
示しない装着対象としての第一のリンクに取り付けられると共に、第二の外装部材８４が
図示しない装着対象としての第二のリンクに取り付けられて、それら第一のリンクと第二
のリンクが回転可能に接続された構造を有するロボットアームに対して、後付けで装着さ
れる。なお、第一のリンク側の図示しない外部配線が、第一の外装部材８２のライン挿通
孔９２を通じて軸方向外側へ延び出した接続ライン１１８の一方の端部（図示せず）に接
続されると共に、第二のリンク側の図示しない外部配線が、第二の外装部材８４のライン
挿通孔１０４を通じて軸方向外側へ延び出した接続ライン１１８の他方の端部（図示せず
）に接続されることにより、それら外部配線が接続ライン１１８によって相互に接続され
るようになっている。
【００９４】
　このようなライン接続コネクタ８０のロボットアームへの装着状態において、第一のリ
ンクと第二のリンクが相対的に回転すると、第一のリンクに固定された第一の外装部材８
２と、第二のリンクに固定された第二の外装部材８４が、相対的に回転せしめられるよう
になっている。その際に、接続ライン１１８において第一の外装部材８２のライン挿通孔
９２に挿通された部分と接続ライン１１８において第二の外装部材８４のライン挿通孔１
０４に挿通された部分との相対的な位置の変化が、第一の外装部材８２の仕切部材８６に
対する相対回転と、仕切部材８６の第二の外装部材８４に対する相対回転とによって、許
容されるようになっている。
【００９５】
　すなわち、図１５（ａ）に示す初期状態において、接続ライン１１８は、収容空間４８
の上半分に収容されている。また、第一の外装部材８２（図１５では第一の上半分割体８
８）に設けられた外装部材側突起部１０６と、仕切部材８６（図１５では上仕切部材１０
８）に設けられた仕切部材側突起部１１２が、周方向で相互に略半周の距離を隔てて配置
されている。なお、図１５では、分かり易さのために、第一の外装部材８２と第二の外装
部材８４と仕切部材８６において、第一の下半分割体９０と第二の下半分割体１０２と下
仕切部材１１０とが、図示を省略されている。
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【００９６】
　次に、図１５（ｂ）に示すように、外装部材側突起部１０６と仕切部材側突起部１１２
が周方向で係止されない範囲で、第一の外装部材８２が第二の外装部材８４（図１５では
第二の上半分割体１００）に対して相対回転をする際には、ライン挿通孔９２に対する第
一のライン１１４の挿通部分の移動に伴って、第一のライン１１４の折返し部７１が第一
の分割領域６２内を周方向に移動することで、第一の外装部材８２と第二の外装部材８４
の相対回転（相対的な周方向変位）が許容される。
【００９７】
　この際に、仕切部材８６は、周方向の外力が略作用しないことから、第二の外装部材８
４に対してほとんど相対回転せず、第一の外装部材８２が仕切部材８６に対して相対回転
して、外装部材側突起部１０６と仕切部材側突起部１１２が周方向で接近する。そして、
図１５（ｂ）に示す状態において、外装部材側突起部１０６と仕切部材側突起部１１２が
周方向で接触する。本実施形態では、第一の実施形態と同様に、仕切部材８６に作用する
慣性力や、仕切部材８６の軸方向両端部と第二の外装部材８４の第二の溝部９８との間に
作用する摩擦抵抗などによって、仕切部材８６を停止状態の第二の外装部材８４に対して
従動させる従動機構が構成されている。
【００９８】
　また次に、第一の外装部材８２の外装部材側突起部１０６と仕切部材８６の仕切部材側
突起部１１２が周方向で当接すると、外装部材側突起部１０６と仕切部材側突起部１１２
の係止によって、図１５（ｃ）に示すように、仕切部材８６が第一の外装部材８２に対し
て従動（連れ回り）して、仕切部材８６が第一の外装部材８２と一体的に周方向へ変位す
る。上記からも理解されるように、周方向に変位する第一の外装部材８２に対して仕切部
材８６を連れ回り状態で従動させる従動機構は、外装部材側突起部１０６と仕切部材側突
起部１１２の周方向での当接によって構成される。
【００９９】
　これにより、仕切部材８６も第二の外装部材８４に対して相対回転して、仕切部材８６
の導通端子部１１１が第二の外装部材８４のライン挿通孔１０４に対して周方向に変位す
ることから、第二の分割領域６４に配された第二のライン１１６の折返し部７１の位置が
周方向で変化する。その結果、第一の外装部材８２と第二の外装部材８４の大きな相対回
転が、仕切部材８６と第二の外装部材８４の相対回転による第二のライン１１６の変形に
よっても許容されるが、許容される回転量は適宜に変更可能である。
【０１００】
　このように、ライン接続コネクタ８０は、第一の実施形態のライン接続コネクタ１０と
同様に、第一のライン１１４と第二のライン１１６の両方の長さによって、第一の外装部
材８２と第二の外装部材８４の相対回転が、より大きな角度まで許容されるようになって
いる。それ故、大きく相対回転せしめられる第一のリンクと第二のリンクに跨る配線を、
それら第一のリンクと第二のリンクの相対回転を阻害することなく、ライン接続コネクタ
８０によって後付けで実現することができる。なお、本実施形態においても、第一の実施
形態と同様に、第一の外装部材８２と第二の外装部材８４は、相対的に略±５４０°まで
の回転を許容される。
【０１０１】
　しかも、第一の外装部材８２に対する仕切部材８６の相対回転が、仕切部材８６の仕切
部材側突起部１１２が第一の外装部材８２の外装部材側突起部１０６によって周方向に押
されることで構成される従動機構によって実現されており、接続ライン１１８に引張応力
が作用し難くなっていることから、耐久性や信頼性が有利に確保される。
【０１０２】
　図１６，１７には、本発明の第三の実施形態としてのライン接続コネクタ１２０を示す
。ライン接続コネクタ１２０は、第一の外装部材１２２と第二の外装部材１２４の間に仕
切部材１２６が配された構造を有している。
【０１０３】
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　第一の外装部材１２２は、全体として円環状とされており、軸方向一方（図１７中の左
側）に向けて開口して周方向に延びる溝状の断面を有していると共に、外周側壁部２７ａ
の開口側端部には、外周へ向けて突出する外周突部１２８が一体形成されている。さらに
、第一の外装部材１２２は、それぞれ周方向に略半周の長さで延びる第一の上半分割体１
３０と第一の下半分割体１３２とが、周方向両端部を突き合わすように組み合わされて構
成されており、上下に分割された分割構造を有している。なお、本実施形態では、第一の
端子部２２が第一の上半分割体１３０の周方向一方の端部に設けられている。
【０１０４】
　さらに、第一の外装部材１２２は、外周側壁部２７ａの内周面に開口する環状の外周溝
部１３４を備えていると共に、内周側壁部２７ｃの外周面に開口する環状の内周溝部１３
６を備えている。外周溝部１３４と内周溝部１３６は、軸方向で略同じ位置に設けられて
おり、径方向で互いに向かい合わせに開口している。
【０１０５】
　第二の外装部材１２４は、全体として円環状とされており、軸方向他方（図１７中の右
側）に向けて開口して周方向に延びる溝状の断面を有していると共に、外周側壁部２７ａ
の開口側端部には、内周へ向けて開口する溝形状の接続部１３８が、略全周に亘って設け
られている。さらに、第二の外装部材１２４は、それぞれ周方向に略半周の長さで延びる
第二の上半分割体１４０と第二の下半分割体１４２とが、周方向両端部を突き合わすよう
に組み合わされて構成されており、上下に分割された分割構造を有している。本実施形態
では、第二の端子部４０が第二の上半分割体１４０の周方向一方の端部に設けられている
。
【０１０６】
　更にまた、本実施形態では、第二の上半分割体１４０の周方向一方の端部と、第二の下
半分割体１４２の周方向他方の端部とに、周方向外側へ突出する弾性支持片１４４が一体
形成されていると共に、弾性支持片１４４の突出先端部分には内周へ突出する係止爪部１
４６がそれぞれ一体形成されている。そして、第二の上半分割体１４０の周方向一方の端
部に設けられた係止爪部１４６が、弾性支持片１４４の弾性に基づいて、第二の下半分割
体１４２の周方向一方の端部の外周面に開口する係止溝１４８に差し入れられて周方向に
係止される。さらに、第二の下半分割体１４２の周方向他方の端部に設けられた係止爪部
１４６が、弾性支持片１４４の弾性に基づいて、第二の上半分割体１４０の周方向他方の
端部の外周面に開口する係止溝１４８に差し入れられて周方向に係止される。これらによ
り、第二の上半分割体１４０と第二の下半分割体１４２が周方向両端部において相互に連
結されて、第二の外装部材１２４が構成されている。
【０１０７】
　さらに、第二の上半分割体１４０の周方向他方の端部には、外装部材側突起部１５０が
一体形成されている。外装部材側突起部１５０は、第二の上半分割体１４０の外周側壁部
２７ａの内周面に設けられており、外装部材側突起部１５０の形成部分において第二の上
半分割体１４０の外周側壁部２７ａが部分的に厚肉とされている。
【０１０８】
　そして、第一の外装部材１２２と第二の外装部材１２４は、内外周の側壁部が軸方向で
相互に突き合わされており、第一の外装部材１２２の外周突部１２８が第二の外装部材１
２４の接続部１３８に差し入れられることによって、第一の外装部材１２２と第二の外装
部材１２４が、周方向の相対変位を許容された態様で相互に軸方向で組み合わされている
。これにより、第一の外装部材１２２と第二の外装部材１２４の軸方向間には、周方向に
延びる収容空間４８が、全周に亘って連続的に形成されている。
【０１０９】
　また、収容空間４８には、仕切部材１２６が配設されている。仕切部材１２６は、略円
環板形状とされており、外周端部が第一の外装部材１２２の外周溝部１３４に差し入れら
れると共に、内周端部が第一の外装部材１２２の内周溝部１３６に差し入れられることに
よって、第一の外装部材１２２に対して相対回転可能に取り付けられている。さらに、仕
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切部材１２６は、それぞれ周方向に略半周の長さで延びる上仕切部材１５２と下仕切部材
１５４とが、周方向端部を相互に突き合わすように組み合わされて構成された分割構造を
有している。
【０１１０】
　なお、上仕切部材１５２の周方向一方の端部には、図１８に示すように、外周端部にお
いて厚さ方向（軸方向）で第二の外装部材１２４側へ突出する仕切部材側突起部５６が一
体形成されており、第一の外装部材１２２と第二の外装部材１２４の相対回転に際して、
第二の外装部材１２４の外装部材側突起部１５０と仕切部材１２６の仕切部材側突起部５
６が周方向で相互に当接係止されることで、第二の外装部材１２４と仕切部材１２６を従
動させる従動機構が構成されて、仕切部材１２６が第二の外装部材１２４と一体的に連れ
回りするようになっている。さらに、第一の実施形態と同様にして、仕切部材１２６を第
一の外装部材１２２に対して従動させる従動機構も設けられている。
【０１１１】
　このような本実施形態に従う構造とされたライン接続コネクタ１２０においても、第一
の実施形態と同様に、仕切部材１２６の第一の外装部材１２２に対する従動と、仕切部材
１２６の第二の外装部材１２４に対する従動とによって、第一の外装部材１２２と第二の
外装部材１２４の相対回転量を大きく得ることができる。
【０１１２】
　図１９には、本発明の第四の実施形態としてのライン接続コネクタ１６０を示す。ライ
ン接続コネクタ１６０は、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４の間に、第一の仕切
部材１６２と第二の仕切部材１６４が軸方向で並列的に配された構造を有している。
【０１１３】
　より詳細には、第一，第二の仕切部材１６２，１６４は、第一の実施形態の仕切部材１
６と同様の略円環板形状を有しており、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４の間に
形成された収容空間４８に配設されていると共に、相互に厚さ方向で所定の距離を隔てて
並列的に配置されている。なお、第一，第二の仕切部材１６２，１６４は、外周端部が第
一の外装部材１２の外周側壁部２７ａの内周面に開口する外周溝部３０，３０に差し入れ
られると共に、内周端部が第一の外装部材１２の内周側壁部２７ｃの外周面に開口する内
周溝部３４，３４に差し入れられることで、第一の外装部材１２に対して相対回転可能に
組み付けられている。
【０１１４】
　そして、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４の間にそれら第一，第二の仕切部材
１６２，１６４が配されていることによって、収容空間４８は、第一の外装部材１２の底
壁部２７ｃと第一の仕切部材１６２の間の第一の分割領域１６６と、第二の外装部材１４
と第二の仕切部材１６４の間の第二の分割領域１６８と、第一の仕切部材１６２と第二の
仕切部材１６４の間の第三の分割領域１７０とに区画されている。第一～第三の分割領域
１６６，１６８，１７０には、図示しない第一～第三のラインが配設されており、それら
３つのラインが第一，第二の仕切部材１６２，１６４に設けられた図示しない導通端子部
によって相互に直列的に導通されて、接続ラインを構成していると共に、接続ラインの両
端部が外部に露出した図示しない第一の端子部と第二の端子部に接続されている。
【０１１５】
　ここにおいて、第一の仕切部材１６２に第一の中間突起部１７２が設けられていると共
に、第二の仕切部材１６４に第二の中間突起部１７４が設けられている。第一の中間突起
部１７２は、第一の仕切部材１６２の外周端部において厚さ方向で第二の仕切部材１６４
側へ向けて突出している。第二の中間突起部１７４は、第二の仕切部材１６４の外周端部
において厚さ方向で第一の仕切部材１６２側へ向けて突出しており、それら中間突起部１
７２，１７４が少なくとも突出先端部分において相互に同一周上に位置している。
【０１１６】
　そして、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４が周方向に相対変位する際に、第二
の外装部材１４の図示しない外装部材側突起部と第二の仕切部材１６４の図示しない仕切
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部材側突起部との周方向係止で構成される第二の仕切部材１６４の第二の外装部材１４に
対する従動機構と、第一の外装部材１２と第二の仕切部材１６４の間に作用する摩擦抵抗
などで構成される第二の仕切部材１６４の第一の外装部材１２に対する従動機構とによっ
て、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４の相対回転が大きく許容される。
【０１１７】
　しかも、第二の仕切部材１６４が第二の外装部材１４に対して連れ回り状態で従動して
、第一の仕切部材１６２に対して所定量だけ相対回転することにより、第一の仕切部材１
６２の第一の中間突起部１７２と第二の仕切部材１６４の第二の中間突起部１７４が当接
して周方向に係止される。これにより、第一の仕切部材１６２が第二の仕切部材１６４に
対して連れ回り状態で従動することから、接続ラインを構成する第一～第三のラインの全
てによって、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４の相対回転がより大きく許容され
る。なお、第一の中間突起部１７２と第二の中間突起部１７４との周方向での当接係止に
よって、複数の仕切部材１６２，１６４の相対的な周方向変位量（相対回転量）を制限す
る回転制限機構が構成される。また、第一の中間突起部１７２と第二の中間突起部１７４
が周方向で当接するまでは、第一の仕切部材１６２は摩擦抵抗などに基づいて第一の外装
部材１２に対して従動せしめられる。
【０１１８】
　さらに、収容空間４８が３つに分割されており、それら３つの分割領域１６６，１６８
，１７０に接続ラインを構成する第一～第三のラインが配されていることで、第一の外装
部材１２と第二の外装部材１４の相対回転量をより大きく許容することができると共に、
長い接続ラインを採用しても接続ラインが絡まり難く、安定した作動を実現できる。
【０１１９】
　しかも、第一の仕切部材１６２の第一の中間突起部１７２と第二の仕切部材１６４の第
二の中間突起部１７４との周方向での係止によって、第一，第二の仕切部材１６２，１６
４の連れ回りが実現されることから、第一，第二の仕切部材１６２，１６４の間に配され
る第三のラインに対して引張応力が作用するのを防いで、接続ラインの断線などを防ぐこ
とができる。
【０１２０】
　以上、本発明の実施形態について詳述してきたが、本発明はその具体的な記載によって
限定されない。例えば、前記実施形態では、接続ラインとして、ＦＰＣや絶縁電線などの
電気配線を例示したが、空気圧や油圧を伝達する配管（チューブ）などであってもよい。
【０１２１】
　さらに、接続ライン７０は、必ずしも折返し部７１を有していなくてもよく、例えば、
折り返すことなく周方向の一方向へ延びていてもよい。具体的には、例えば、径方向が厚
さ方向となるＦｌｅｘｉｂｌｅ　Ｆｌａｔ　Ｃａｂｌｅ（ＦＦＣ）などの薄肉の配線を、
周方向の一方向に巻いて配することで、第一の外装部材と第二の外装部材の相対回転を、
配線の巻き締めと弛みとによって許容することができる。
【０１２２】
　また、仕切部材１６の数を３つ以上とすることも可能であり、その場合には、４つ以上
の分割領域が形成されて、それら分割領域に接続ラインが配されることで、第一の外装部
材１２と第二の外装部材１４の相対回転量を大きく得ることも可能となる。
【０１２３】
　さらに、仕切部材１６は、収容空間４８の全体を仕切っていなくてもよく、例えば、環
状の収容空間４８が、仕切部材１６によって周方向で部分的に仕切られていてもよい。更
にまた、仕切部材１６は、複数の分割領域６２，６４間における接続ライン７０の移動を
制限するものであって、必ずしも板状に限定されず、例えば、網状や格子状のような穴を
有するものであってもよい。
【０１２４】
　さらに、前記実施形態において仕切部材１６に設けられている導通端子部５４は必須で
はなく、例えば、接続ライン７０の全体が独立した複数のラインで構成されることなく一
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体的に連続している場合には、仕切部材１６に対して接続ライン７０の挿通孔を形成して
、接続ライン７０の中間部分を挿通孔に挿通した状態で仕切部材１６に固定することで、
接続ライン７０の中間部分を仕切部材１６に対して位置決めして、位置決め手段を構成す
ることもできる。
【０１２５】
　また、従動機構は、外装部材側突起部４２と仕切部材側突起部５６の周方向での係止に
よって構成されるものに限定されない。具体的には、例えば、第二の外装部材１４が仕切
部材１６に対して所定量以上に相対回転することで、仕切部材１６が接続ライン７０の張
力によって第二の外装部材１４と一体的に連れ回りするようになっていてもよく、この場
合には、接続ライン７０を仕切部材１６に対して位置決めする位置決め手段によって、従
動機構が構成される。
【０１２６】
　さらに、外装部材側突起部４２と仕切部材側突起部５６は、周方向で当接係止可能とな
るように同一周上に配されていれば、それら突起部４２，５６の周方向位置は、特に限定
されない。具体的には、例えば、外装部材側突起部４２と仕切部材側突起部５６は、第一
の外装部材１２と第二の外装部材１４が略一周することで、それら突起部４２，５６が周
方向で相互に係止されて従動機構を構成するようにも配置され得る。
【０１２７】
　更にまた、従動機構による仕切部材１６の第一の外装部材１２と第二の外装部材１４と
の一方に対する従動は、必ずしも仕切部材１６と第一の外装部材１２又は第二の外装部材
１４が一体的に停止或いは変位することだけを意味するものではなく、振動の入力などに
よって仕切部材１６が停止状態の外装部材に対して多少の変位を生じたり、外装部材より
も小さい回転速度で仕切部材１６が連れ回りする場合なども含む。
【０１２８】
　また、本発明に係るライン接続コネクタは、必ずしも環状の構造に限定されず、例えば
、図２０に示すライン接続コネクタ１８０のように、半円環状の構造なども採用され得る
。このように、第一の外装部材８２と第二の外装部材８４と図示しない仕切部材とが、何
れも半周以下の円弧（劣弧）状とされていれば、ライン接続コネクタがロボットアームな
どの装着対象に後付けされる場合に、容易に装着することができる。尤も、装着対象の外
周面とライン接続コネクタの内周面との間に隙間がある場合や、ライン接続コネクタの周
方向両端部の距離が大きくなるように変形させながら装着する場合などには、第一の外装
部材８２と第二の外装部材８４と図示しない仕切部材は、それぞれ半周を超える円弧（優
弧）状とされ得る。なお、図２０のライン接続コネクタ１８０は、前記第二の実施形態に
係るライン接続コネクタ８０の上半分に相当する構造とされていると共に、連結機構を構
成する連結爪部２４および連結突部２６が省略された構造であることから、第一の外装部
材に第二の実施形態の第一の上半分割体と同じ符号を付すと共に、第二の外装部材に第二
の実施形態の第二の上半分割体と同じ符号を付した。
【０１２９】
　さらに、装着対象である第一のリンクと第二のリンクの少なくとも一方が、それら第一
のリンクと第二のリンクの回動軸に対して直交する方向に延びていてもよく、それら第一
のリンクと第二のリンクが関節部において屈伸のような動作をするようになっていてもよ
い。この場合には、第一の外装部材と第二の外装部材と仕切部材とを半周以下の円弧状と
することで、ライン接続コネクタを装着対象に容易に取り付けることができる。
【０１３０】
　更にまた、前記実施形態では、環状の第一の外装部材１２と第二の外装部材１４が、略
半周の長さで周方向に延びる上半分割体１８，３６と下半分割体２０，３８とによって構
成された構造を例示したが、例えば、第一の外装部材および第二の外装部材は、周方向に
それぞれ半周未満の長さで延びる３つ以上の複数に分割可能とされていてもよい。この場
合には、前記実施形態のように、それら複数の分割部分を周方向で相互に連結する連結機
構が、それら各分割部分の周方向両端部に構成され得る。
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　尤も、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４は、例えば半周を超える長さで周方向
に延びる上半分割体と、半周未満の長さで周方向に延びる下半分割体を組み合わせて構成
することもできる。この場合、優弧形状の上半分割体は、第一の外装部材１２の内径が第
一のリンク７４の外径に対して大きくされることで、第一のリンク７４の外周面に装着可
能とされていてもよいし、周方向両端部の間隔を広げるように上半分割体を変形させなが
ら、上半分割体を第一のリンク７４の外周面に嵌め付けることもできる。なお、劣弧形状
となる部分は、更に複数に分割されていてもよい。
【０１３２】
　また、ライン接続コネクタの装着対象は、ロボットアーム７２を構成する第一，第二の
リンク７４，７６に限定されるものではなく、例えば、人型ロボットの腰部にねじりを許
容する関節（腰関節）を設けて、その腰関節を跨ぐようにケーブルなどを配線する場合に
は、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４が人型ロボットの胴部における腰関節を挟
んだ上側と下側の各一方に取り付けられることから、装着対象は、人型ロボットの胴部の
上側を構成する第一のリンクおよび胴部の下側を構成する第二のリンクとされる。
【０１３３】
　さらに、ライン接続コネクタの装着対象は、例えば、ターンテーブルやハンドルのよう
な工場におけるロボット以外の回転駆動設備などであってもよい。更にまた、例えば、自
動車のステアリング装置を構成するステアリングコラムに対して、本発明に係るライン接
続コネクタを装着して用いることなどもできる。
【０１３４】
　加えて、ライン接続コネクタは、必ずしも装着対象に対して後付されるものに限定され
ず、装着対象に内蔵される場合もある。この場合には、例えば、第一の外装部材が第一の
リンクの外装を構成するなど、第一の外装部材や第二の外装部材が各装着対象の少なくと
も一部を構成し得る。
【符号の説明】
【０１３５】
１０，８０，１２０，１６０，１８０：ライン接続コネクタ、１２，８２，１２２：第一
の外装部材、１４，８４，１２４：第二の外装部材、１６，８６，１２６：仕切部材、１
８，８８，１３０：第一の上半分割体、２０，９０，１３２：第一の下半分割体、３６，
１００，１４０：第二の上半分割体、３８，１０２，１４２：第二の下半分割体、４２，
１０６，１５０：外装部材側突起部（従動機構）、４８：収容空間、５４，１１１：導通
端子部、５６，１１２：仕切部材側突起部（従動機構）、６２，１６６：第一の分割領域
、６４，１６８：第二の分割領域、７０，１１８：接続ライン、１６２：第一の仕切部材
、１６４：第二の仕切部材、１７０：第三の分割領域、１７２：第一の中間突起部（回転
制限機構）、１７４：第二の中間突起部（回転制限機構）
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【図１】 【図２】

【図３】 【図４】
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【図５】

【図６】

【図７】

【図８】 【図９】
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【図１０】

【図１１】

【図１２】

【図１３】

【図１４】 【図１５】
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【図１６】 【図１７】

【図１８】

【図１９】

【図２０】
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【手続補正書】
【提出日】令和1年5月17日(2019.5.17)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１０】
　このような第一の態様に従う構造とされたライン接続コネクタによれば、第一の外装部
材と第二の外装部材の相対的な回転に際して、複数の分割領域に仕切る仕切部材が、第一
の外装部材と第二の外装部材の何れか一方に対して連れ回り状態で従動した後、何れか他
方に対して連れ回り状態で従動することにより、複数の分割領域に配された接続ラインに
よって、第一の外装部材と第二の外装部材の相対的な回転を大きく許容することができる
。その結果、第一の外装部材が装着される装着対象と第二の外装部材が装着される装着対
象との回動軸回りでの相対的な回転を大きく許容しつつ、それら装着対象間に跨る接続ラ
インの配設を実現することができる。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３５】
　さらに、第一の外装部材１２の外周側壁部２７ａには、内周面に開口して周方向に延び
る環状の第一の外周溝部２８と第二の外周溝部３０が、全周に亘って連続して形成されて
いる。第一の外周溝部２８は、第一の外装部材１２の開口部分に形成されている一方、第
二の外周溝部３０は、第一の外周溝部２８よりも第一の外装部材１２の底壁部２７ｂに近
い位置に形成されている。本実施形態では、第一の外周溝部２８と第二の外周溝部３０は
、略同じ溝断面形状を有している。また、第一の外周溝部２８と第二の外周溝部３０は、
何れも、第一の上半分割体１８と第一の下半分割体２０の周方向両端部分において側壁内
面が傾斜面３５とされており、第一の上半分割体１８と第一の下半分割体２０の周方向外
側に向けて溝幅寸法が徐々に大きくなっている。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６０】
　尤も、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４は相対回転するものであるから、視点
を変えれば、仕切部材１６は第一の外装部材１２に対して連れ回り状態で従動している。
即ち、上述の態様において、第二の外装部材１４が停止して第一の外装部材１２が回転し
ていると考えれば、仕切部材１６は、第一の外装部材１２の回転初期から第一の外装部材
１２に一体的な連れ回り状態で従動し、その後に、仕切部材１６の第二の外装部材１４に
対する相対回転が制限されることで、仕切部材１６は、第一の外装部材１２との連れ回り
が停止されて、代わりに第二の外装部材１４と従動し、第二の外装部材１４と共に回転停
止状態となって第一の外装部材１２だけが相対回転することとなる。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７０
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【００７０】
　さらに、第一の上半分割体１８と第一の下半分割体２０との突き合わせ部分（周方向の
両端部分）において、第一，第二の外周溝部２８，３０と第一，第二の内周溝部３２，３
４が周方向外方に向かって軸方向寸法が次第に大きくなるテーパ状の側壁面（傾斜面３５
）を有していることから、第二の外装部材１４と仕切部材１６とが、第一の上半分割体１
８と第一の下半分割体２０との突き合わせ部分で引っ掛かることなく周方向にスムーズに
案内される。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００７４】
　また、本実施形態では、図８（ａ）に示す初期状態において、外装部材側突起部４２と
仕切部材側突起部５６が周方向に略半周離れた位置に配置されており、第一の外装部材１
２と第二の外装部材１４の相対回転が周方向の両側において許容されるようになっている
が、外装部材側突起部４２および仕切部材側突起部５６の周方向の初期位置は、特に限定
されない。具体的には、例えば、外装部材側突起部４２が第二の上半分割体３６に設けら
れて、外装部材側突起部４２が仕切部材側突起部５６に対して左回りでより近い位置に配
されていれば、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４の間に許容される相対回転量を
、左回りにおいて右回りよりも大きく設定することができる。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００７９】
　更にまた、第一の上半分割体８８の周方向他方の端部には、外装部材側突起部１０６が
設けられている。この外装部材側突起部１０６は、図１３に示すように、第一の外装部材
８２から後述する収容空間４８に突出しており、本実施形態では、溝状とされた第一の上
半分割体８８の周方向他方の端部において側壁部の内側に一体形成されている。換言すれ
ば、第一の上半分割体８８の周方向他方の端部において、軸方向の側壁部が内側へ厚肉化
されていることで、本実施形態の外装部材側突起部１０６が形成されている。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００８７】
　更にまた、上仕切部材１０８の周方向一方の端部には、仕切部材側突起部１１２が一体
形成されている。仕切部材側突起部１１２は、仕切部材８６の厚さ方向で第一の外装部材
８２に向けて突出しており、本実施形態では、軸方向端部に一体形成されている。
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１０１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１０１】
　しかも、第二の外装部材８４に対する仕切部材８６の相対回転が、仕切部材８６の仕切
部材側突起部１１２が第一の外装部材８２の外装部材側突起部１０６によって周方向に押
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されることで構成される従動機構によって実現されており、接続ライン１１８に引張応力
が作用し難くなっていることから、耐久性や信頼性が有利に確保される。
【手続補正９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１１４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１１４】
　そして、第一の外装部材１２と第二の外装部材１４の間にそれら第一，第二の仕切部材
１６２，１６４が配されていることによって、収容空間４８は、第一の外装部材１２の底
壁部２７ｂと第一の仕切部材１６２の間の第一の分割領域１６６と、第二の外装部材１４
と第二の仕切部材１６４の間の第二の分割領域１６８と、第一の仕切部材１６２と第二の
仕切部材１６４の間の第三の分割領域１７０とに区画されている。第一～第三の分割領域
１６６，１６８，１７０には、図示しない第一～第三のラインが配設されており、それら
３つのラインが第一，第二の仕切部材１６２，１６４に設けられた図示しない導通端子部
によって相互に直列的に導通されて、接続ラインを構成していると共に、接続ラインの両
端部が外部に露出した図示しない第一の端子部と第二の端子部に接続されている。
【手続補正１０】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図１３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【図１３】

【手続補正１１】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図１５】
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